
2001年
3月

政務活動費に領収書添付
義務付けを提案（以降くり
かえし義務付けを提案）

2005年
12月

費用弁償を交通費実費支
給にする条例を提案

2006年
４月

政務活動費の使途をイン
ターネット上に自主公開

2013年
2月

共産党議員に支給される
費用弁償を積立、退職時に
都に寄付する措置を開始

2015年
２月

費用弁償を廃止する条例
提案を各会派に呼びかけ

同年
３月

他の会派と協議した結
果、費用弁償の交通費実
費化する条例を共同提案

2016年
12月

都議の期末手当引き上げ
を止めさせる条例を提案

今年
２月

都議の議員報酬25％削減
や費用弁償の実費化・廃
止、政務活動費の10万円
削減などの提案を発表
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東
京
都
議
会
は
2
月
22
日
の
本
会
議
で
、
都
議
の
報
酬
や
政
務
活
動
費
の
削

減
な
ど一連
の
議
会
改
革
案
を
全
会
派
共
同
で
提
案
し
可
決
し
ま
し
た
。議
会

改
革
へ
重
要
な一歩
で
す
。可
決
さ
れ
た
お
も
な
内
容
は
左
表
の
通
り
で
す
。

共
産
党
都
議
団
の

提
案
実
る

都議の報酬・政務　
活動費削減 実現

都
政
を
チ
ェッ
ク
で
き
る
議
会

ム
ダ
削
る
都
政
改
革
を 　

共
産
党
都
議
団
は
こ
れ
ま
で
も

議
会
改
革
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し

た（
左
上一覧
表
参
照
）。

　
条
例
提
案
は
い
ず
れ
も
当
初
は

自
民
、
公
明
な
ど
に
よ
っ
て
否
決
、

棚
ざ
ら
し
に
さ
れ
ま
し
た
が
、
都

民
の
世
論
と
力
を
あ
わ
せ
、
今
回

重
要
な
前
進
が
実
現
し
ま
し
た
。

全
会
派
共
同
で

提
案
し
可
決

議
員
報
酬
の

削
減

◆
都
議
の
報
酬
を
20
％
削
減

費
用
弁
償
の

廃
止

◆
議
会
に
出
席
す
る
た
び
1
万
円
〜

1
万
2
千
円
支
給
さ
れ
る「
交
通
費
」を
廃
止

政
務
活
動
費

の
減
額
、
改

善

◆
議
員
１
人
当
た
り
月
60
万
円
を
50
万
円
に

◆
会
計
帳
簿
と
領
収
書
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

上
で
公
開

決まった議会改革共産党都議団が行った
議会改革の提案（主なもの）　

都
政
の
ム
ダ
を
チ
ェッ
ク
で
き
る
議
会
に
す
る

に
は
、
都
議
会
自
ら
が
ム
ダ
を
正
す
こ
と
が
不

可
欠
で
す
。今
後
さ
ら
に
、幹
事
長
専
用
車
の
廃

止
、
政
務
活
動
費
の
飲
食
や
新
年
会
へ
の
支
出

禁
止
、議
会
質
疑
の
活
性
化
な
ど
、都
議
会
改
革

に
全
力
を
あ
げ
ま
す
。


